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4． 湧水量の経年変化に関する考察 

4.1 既往資料に基づく湧水量の経年変化 

東京都は、都内の代表的な湧水点において、定期的に湧水量と水質の測定を行ってお

り、国立市内ではママ下湧水が測定対象となっている。これ（図 4-1）によれば、水温

は18℃前後、pHは6.5前後、電気伝導度は25～30mS/mで安定している。一方、湧水量は季

節的な変化が大きく、測定期間が平成年代に限られ、湧水量の経年変化は読み取れない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1 ママ下湧水の湧水量・水質変化（東京の湧水調査報告書より集計・図化） 
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4.2 主要湧水点毎の集水域の設定 

以下の主要湧水点毎の集水域を資料１および現地踏査結果に基づき設定した（図 4-3、

図 4-4）。 

「①ママ下湧水 ②郷土文化館下の湧水 ③谷保天満宮常磐の清水」 

以下に湧水点（図 4-2）毎の特徴と集水域の設定根拠を整理する。 

【①ママ下湧水】 

・ママ下湧水以外にも下流（東側）に湧水が散在して認められる。 

・これらの湧水は湧水群をなしており、全体としては相当量の湧水が生じている。 

・ママ下湧水としては１箇所（看板が設置されている最上流箇所）としたが、集水域

の下流端部としては、これら湧水が生じている範囲（ママ下湧水～矢川）とした。 

【②郷土文化館下の湧水】 

・郷土文化館下の湧水は南養寺の下流に位置し他２箇所より有意に湧水量が少ない。 

・現地踏査した結果、道路脇の水路（郷土文化館下の湧水①）および府中用水沿いの

青柳段丘崖下（郷土文化館下の湧水②）を確認した。 

・これら２箇所をまとめて郷土文化館下の湧水と呼称する。なお、現地踏査した際は、

湧水①の湧出量が湧水②より多かった。 

・集水域は対象地の地下水位等高線と地形から、南北約400ｍ、東西約250ｍとした。 

【③谷保天満宮常磐の清水】 

・谷保天満宮常磐の清水は谷保天満宮境内の池に流入する湧水である。 

・境内には他にも湧水が散在するが量は少なく、池を湧出点とすることとした。 

・集水域は、湧出点北側の地下水位等高線が尾根状をなしていることから、北西-南東

に延びる細長い範囲を想定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2 湧水点毎の状況（H30.12.26確認、赤丸は主たる湧出箇所） 

 

①ママ下湧水 

③谷保天満宮常磐の清水 

②郷土文化館下の湧水① 

②郷土文化館下の湧水② 
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図 4-3 主要湧水池点毎の集水域（資料１（土地分類基本調査図 地形分類図「川越・青梅」（H7））の浅層地下水の地下水位等高線および現地踏査結果に基づき設定） 
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図 4-4 主要湧水池点毎の集水域（資料１の浅層地下水の地下水位等高線および現地踏査結果に基づき設定）（拡大） 
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4.3 水収支解析 

 

4.3.1 目的と概要 

対象地域における水文環境を把握する上で、水収支（図 4-5参照）の理解が重要となる。

したがって本業務では、国立市およびその周辺地域における面的な地下水かん養量の過去～

現在の推計を目的とし、国立市域および国立市内湧水地点（ママ下湧水、郷土文化館下の湧

水、谷保天満宮常磐の清水）の推定地下水集水域について、水収支解析を実施した。 

具体的には、収集した降水量データ等の気象データ、ならびに森林域における蒸発散量も

踏まえた上で、地下へのかん養量（本業務では地下水かん養量と呼称する）を算出する。 

 

 

 

 

図 4-5 水収支の模式図 
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4.3.2 検討方針 

本項では、水収支解析における概念的な考え方を説明する。水収支解析の理論については、

「4.3.4 水収支解析の理論」において後述する。 

 

(1) 検討方法 

湧水域の地下水かん養量をいかに合理的かつ客観的に評価するかが重要である。地下水か

ん養量に係わる水収支構成要素としては、図 4-6に示すとおり「①降水量」「②蒸発散量」「③

表面流出量」がある。これらの３要素の高精度化をはかることが、結果として「④地下水か

ん養量」の高精度化につながる。 

 

(下水へ) 

蒸発散 

表面流出 

地下水涵養 

降水 

 

図 4-6 水収支解析の概念図 

 

また、主要湧水地点（①ママ下湧水、②郷土文化館下の湧水、③谷保天満宮 常盤の清水）

の湧水量変化に影響を及ぼす主な要因として、(1)降水量、(2)気温、(3)土地利用変化などが

挙げられる。 

 

ここで、国立市近傍に位置するアメダス観測地点（府中・八王子）および東京都の年間降

水量を見ると、過去から現在にかけて変動はあるものの、傾向としては、おおよそ一定であ

る（図 4-7）。また、年間平均気温は上昇傾向にあり、30年程度前と比較して、約2℃の上昇

が見られる。 

 

一方、国立市の人口変遷（図 4-8）を見ると、高度経済成長に伴い、昭和10年頃から昭和

45年頃までに人口が急激に増加しており、その差は約25倍に至る。この間に都市開発が進行

したことにより、非浸透域面積が急増し、地下水かん養量は激減したと考えられる。国立市

の人口は、その後、昭和50年頃に徐々に収束、平成10年頃には現在と同程度の数値を示して

いる。 

 

本業務では、地下水かん養量に最も影響を与える要因として土地利用変化に着目し、主

要湧水地点の集水域および国立市域全域について、水収支解析を実施した。 
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図 4-7 国立市周辺の年間降水量（上段）と年間平均気温（下段）の変化（出所：気象庁）
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本検討では、人口変遷の過程の中で、人口増加前後と現時点の比較検討ができるよう、図 

4-8の赤丸の5時期（大正6～13年、昭和19～29年、平成3～4年、平成19年、平成29年）を水収

支解析実施年として選定した。 

利用した土地利用データは、旧版地形図（国土地理院）より判読した土地利用データ（大

正6～13年、昭和19～29年）と、国立市より貸与いただいた土地利用現況調査データ（平成3

～4年、平成19年、平成29年）の5つである。これら5つのモデルについては、「4.3.3 基本条

件の整理」で詳述する。 

 

なお、本業務では、長野県全域（冨樫・大向：2015）1）、岐阜県全域（冨樫ほか：2017）2、

富山県全域（松浦ほか：2017）3などで採用され、良好な再現精度が確認された水収支解析手

法を採用し、概略検討を実施した。採用手法は、「（1）降水量：解析雨量データの活用」、「（2）

蒸発散量：森林域等の土地利用特性に配慮した数理モデルの採用」、などをそれぞれ工夫して、

評価する地下水かん養量の高精度化をはかっている。解析における解像度は、全て10mメッシ

ュで実施した。 

図化する時期は以下でどうか

図化時期
①大正１０年
②昭和３２年
③昭和４９年
④平成１９年
⑤平成２９年

旧版地形図の測量年は以下のとおり
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図 4-8 国立市の人口変遷45 

                             
1 冨樫聡・大向弘明（2015）：長野の地下水資源と保全，水環境学会誌，Vol.38(A), No.7, 235-239. 
2 冨樫聡・井川尚之・緒方陸・吉田広人・加藤ひかる・高橋努（2017）：岐阜県全域を対象とする地下浸透量と地

下水流動機構の可視化の試み，Kansai Geo-Symposium 2017論文集. 
3 松浦拓哉・手計太一・冨樫聡・緒方陸（2018）：分布型水収支モデルを用いた土地利用変化と気候変化が富山県

域の水資源量に与える影響評価, 土木学会論文集B1（水工学）, Vol.74, No.4, I_37-I_42. 
4 東京都：大正９年～平成１７年：東京都の統計 第２表 人口 

http://www.toukei.metro.tokyo.jp/tjinko/2009/to-data.htm<2019/01/21アクセス> 
5 国立市：平成１８年～平成２９年：統計くにたち 

 http://www.city.kunitachi.tokyo.jp/ikkrwebBrowse/material/files/group/17/jinkou2017.pdf<2019/01/21

アクセス> 
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(2) 水収支解析モデルの推計精度 

緒方ほか（2017）6は、水収支解析で得られる河川等に流出する水量の計算値と流量観測

所において取得される流量データの比較を行い、本検討に採用する水収支解析モデルの推

計精度を検証している。水収支解析では、月別の水量を評価する。このとき、流域内にお

ける当月の降雨はすべて同月中に流域外に流出すると考えている。国内の河川流域では、

降雨継続時間、洪水継続時間、洪水到達時間は長くても数日程度であるため、国内河川流

域の特性を踏まえると上記の考え方に大きな問題はないと考える。 

国土全体を対象とした水収支解析モデルの計算値と観測値について、一部を図 4-9およ

び図 4-10に整理する。これらに示すとおり、収支計算の年間総量、月間総量が概ね現況を

再現できていることがわかる。これは、先に述べたとおり、面的な降水量と蒸発散量の高

精度化が大きな要因と考えられ、この利点は本検討においても有用と考えられる。 
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図 4-9 水収支解析モデルの計算値と観測値の比較（年間表面流出量・年間地下水かん養量）6 

                             
6 緒方陸・冨樫聡・山本晃・高橋努・澤野真治（2017）：日本特有の森林水文性と営農条件を反映した資源マップ

の作成, 地下水学会2017秋季講演会要旨集 
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図 4-10 水収支解析モデルの計算値と観測値の比較（月間表面流出量・月間地下水かん養量）6
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なお、当該手法では月別かつメッシュごとに条件を設定し、水収支解析を実施するため、

蒸発散量、表面流出量、地下水かん養量は月別、メッシュごとに算出することができる。

ただし、物理則に基づくメッシュ間の水の移動は考慮していない。 

 

ここで、山地における流出機構を考える。図 4-11に示すとおり、山地において地上に到

達した降水の一部は、ホートン型表面流として河川等へ流出する。ホートン型表面流とは、

森林などにおいて地表面の浸透能（水が地面に浸み込む能力）よりも降雨量が大きい場合

に、土壌に浸透しない余剰分が土壌表面に生じ、表面流となって流下するものである。ま

た、地表面から地下に浸透した水は、難透水基盤の上面で一時的に溜まり、基盤の傾斜に

したがい表層土壌中を流動して、いずれ地表に流出する。一般的にこのような流出は中間

流出と呼ばれ、流動の速い成分と遅い成分にわけて考えることが多い。 

さらに、一部の水は、難透水基盤の亀裂等をとおって地下深部へ浸透する。このように

浸透する水は、山体中に保有されるのみでなく、地下水流出することで、河川の基底流出

として供給される。なお、河川の基底流出成分は年間通じてほぼ一定と考えられることか

ら、ここでは、山体地下水の出入りはほぼバランスがとれていると考える。 

 

当該手法における水収支解析では、山地域の表面流出量と地下水かん養量は、地上残留

水量（＝降水量－蒸発散量）と地下浸透率を用いて、速い中間流出も含めた表面流出量（＝

地上残留水量×（1－地下浸透率））と、遅い中間流出を含めた地下水かん養量（ ＝地上残

留水量×地下浸透率 ）として評価した。したがって、降水量、蒸発散量、地下浸透率の3

つの精度を高めることが肝要であると言える。 

 

また、採用手法では、流出計算に合理式を用いるため中間流出成分と基底流出成分を分

離できないものの、現地観測した流量データを参考として基底流出成分を推定することと

なる。そこで、流量観測データが取得できた流域において、計算値が観測値を再現できる

ような地下浸透率を設定した。ここで、水収支の観点より整理した具体な水文プロセスを

図 4-12に示す。これは図 4-11の山地の流出・浸透機構をモデル化したものである。 
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図 4-11 山地の流出・浸透機構7 

 

■山地以外の流出・地下浸透機構
① ：表面流出量 ＝ 降水量 × 流出係数 ×メッシュ面積
② ：地下水流出量 ＝ ア＋イ ≒ ア＋イ’ ※水収支バランスがはかれていると想定

ア＋イ：地下浸透量 ＝ 降水量 － 蒸発散量 － 表面流出量

■山地の流出・地下浸透機構
① ：山地の表面流出量 ＝（降水量－蒸発散量）×（１－地下浸透率）
② ：山地地下水からの基底流出成分 ＝ ア＋イ ≒ ア＋イ’
ア＋イ：山地の地下浸透量 ＝（降水量－蒸発散量）× 地下浸透率

浸
透

浸
透
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図 4-12 流出・地下浸透機構のモデル化

                             
7 hydrosconsult：Flash Floods 

<https://www.hydrosconsult.eu/hydrology/flash-floods/>(2018/03/13アクセス) 



4-13 

 

4.3.3 基本条件の整理 

水収支解析にあたり、地形・土地利用・気象データなどの基本条件を整理した。収集・整

理したデータを表 4-1に示した。また、(1)～(4)に収集したデータの概要を示す。 

 

 

表 4-1 収集・整理したデータ 

分類 項目 データ 年次 メッシュ 出展 図表番号 

地形 標高 ArcGIS Collection 2016 2010年時 約60mメッシュ ESRIジャパン 図 4-14 

土地利用 

30種別 土地利用現況調査データ 
1991-1992年度, 

2007年度, 2017年度 
- 東京都 図 4-15 

～ 

図 4-17 - 旧版地形図より判読 
1917-1924年度， 

1944-1954年度 
- 国土地理院 

気象 

気温 メッシュ平年値2010 
平年値 

（1980年-2010年） 

1kmメッシュ 気象庁 図 4-18 

全天日射量 メッシュ平年値2010 1kmメッシュ 気象庁 図 4-19 

降水量 
メッシュ平年値2010 1kmメッシュ 気象庁 図 4-20 

解析雨量 2011年‐2015年 1kmメッシュ 国交省・気象庁 - 
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(1) 水収支解析範囲 

 水収支解析では、国立市の主な湧水地点（ママ下湧水、郷土資料館下の湧水、谷保天

満宮 常盤の清水）の推定地下水集水域、および国立市域を解析対象とし、バッファ100m

を含めた範囲を解析範囲として水収支解析を実施した（図 4-13参照）。なお、図中の湧水

地点、推定集水域、国立市域は、以降の図中においても同様に示す。 

ママ下湧水

郷土文化館下の湧水２

郷土文化館下の湧水

谷保天満宮
常盤の清水

凡例

!( 湧出地点

推定涵養域

国立市域

解析範囲

推定集水域

 

図 4-13 本検討の解析範囲 
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(2) 地形 

解析範囲の標高分布を図 4-14に示す。図 4-14は、水収支解析の計算条件（乾湿計定数

γ、山岳荒地の判定など）で利用する解像度が約60mメッシュのDEMデータである。国立市

は標高約50m～約90mの地形からなり、市内に位置する湧水地点の推定集水域はおよそ140m

にまでにおよぶ。国立市内には段丘崖が見られ、この付近で湧水が認められる。 

 

標高
値（m）

高 : 175

低 : 49

 

図 4-14 標高分布（出所：ESRIジャパン） 
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(3) 土地利用 

図 4-15～図 4-17に5時期（大正6-13年、昭和19-29年、平成3-4年、平成19年、平成29

年）の土地利用図を示す。 

大正6年～昭和29年にかけては、解析範囲において、森林やその他の農用地、その他の用

地などが多く占めていたが、平成3年以降では既に都市化が進行しており、大部分を建物用

地が占めている。平成19年以降では、多摩川沖積低地に位置する、それまで田であった地

域もほとんどが宅地化し、現在確認される田は青柳崖線付近に散見される程度である。 

なお、各時期の土地利用種別は、表 4-2～表 4-3の分類で、国土数値情報8（国交省）の

11種に集約させ、10mメッシュに割り当てた。これを、後述する水収支解析の計算条件に用

いることとする。 

 

 

 

図 4-15 土地利用図 1/3（大正6-13年）

                             
8 国土交通省国土政策局国土情報課：国土数値情報 ダウンロードサービス 

http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/<2019/01/22アクセス> 
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凡例

土地利用種別

田

その他農用地

森林

荒地

建物用地

道路

鉄道

その他の用地

河川及び湖沼

海浜

海水域

ゴルフ場

 

図 4-16 土地利用図 2/3（昭和19-29年（上段）、平成3-4年（下段））
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図 4-17 土地利用図 3/3（平成19年（上段）、平成29年（下段）） 



4-19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4-2 土地利用種別分類 1/2（大正6-13年、昭和19-29年） 

T6-T13, S19-S29 国土数値情報データ分類

田 田

桑畑

果樹

広葉樹林

針葉樹林

混交林

建物 建物用地

荒地 荒地

道路・鉄道 道路

その他の用地

土園

不明

河川域 河川・湖沼

その他の用地

森林

その他の農用地
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表 4-3 土地利用種別分類 2/2（平成3-4年、平成19年、平成29年） 

区分 主用途

官公庁施設

事務所建築物

住商併用建物

独立住宅

集合住宅

専用工場

住居併用工場

農業
用地 農林漁業施設

屋外利用地・仮設建物 その他の用地
公園、運動場等 森林

未利用地等 その他の用地
道路 道路

鉄道・港湾等 鉄道
田 田
畑

樹園地
採草放牧地

水面・河川・水路 河川・湖沼
原野 荒地
森林 森林

その他
不明

不整合

H3-H4,H19,H29

国土数値情報データ分類東京都提供データ分類

公
共
用
地

建物用地

教育文化施設

厚生医療施設

供給処理施設

商
業
用
地

専用商業施設

宿泊・遊興施設

スポーツ・興行施設

その他の用地

住宅
用地

工
業
用
地 倉庫運輸関係施設

農
用
地

その他の農用地
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(4) 気象 

表 4-4に水収支解析に用いる気象データの概要を整理した。また、図 4-18、図 4-19、

図 4-20は、それぞれメッシュ平年値2010（気象庁）より作成した年間平均気温、年間平均

全天日射量、年間降水量を図化したものである。気象データはすべて平年値（1981年～2010

年の平均値）となる。 

年間平均気温（図 4-18）、年間平均全天日射量（図 4-19）、年間降水量（図 4-20）は全

て、やや標高との相関が見られる。国立市は、周辺地域と比較して、わずかに高気温、多

日射量、多雨を示しているが、解析範囲全域で概ね同程度の値を示し、気象特性に明確な

地域性があるとは言えない。図 4-20の年間降水量をみると、本解析範囲では、日本の平均

年間降水量（1700mm）よりも低い値を示しており、やや少雨の地域であることが分かる。 

 

表 4-4 水収支解析に用いる気象データ（メッシュ平年値2010）の概要 

気象要素 統計値 単位
平均気温 気温の日平均値を月（年）平均した値 ℃
日最高気温 気温の日最高値（任意時刻の値）を月（年）平均した値 ℃
日最低気温 気温の日最低値（任意時刻の値）を月（年）平均した値 ℃
全天日射量 全天日射量の日積算量を月（年）平均した値 MJ/m2

日照時間 日照時間の月（年）合計値 h
降水量 降水量の月（年）合計値　※本データを基に補正して使用 mm

最大積雪深 積雪の深さの月（寒候年） cm

メッシュ平年値2010（気象庁）で整理されているデータの種類（青字：水収支解析に採用する情報）

 
凡例

年間平均気温（℃）　　

- 14.00

14.00 - 14.10

14.10 - 14.20

14.20 - 14.30

14.30 - 14.40

14.40 - 14.50

14.50 - 14.60

14.60 - 14.70

14.70 - 14.80

14.80 - 14.90

14.90 - 15.00

15.00 -

 

図 4-18 年間平均気温の平年値（1981-2010）
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凡例

年間全天日射量（MJ/m2）　　

 - 12.90

12.91 - 12.92

12.92 - 12.93

12.93 - 12.94

12.94 - 12.95

12.95 - 12.96

12.96 - 12.97

12.97 - 12.98

12.98 - 12.99

12.99 - 13.00

13.00 -

 

図 4-19 年間平均全天日射量の平年値（1981-2010） 

年間降水量（mm）

- 1500

1500 - 1510

1510 - 1520

1520 - 1530

1530 - 1540

1540 - 1550

1550 -

 

図 4-20 年間降水量の平年値（1981-2010） 
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4.3.4 水収支解析の理論 

本項では、水収支解析の理論について詳述する。 

 

(1) 解析雨量を用いた降水量データの作成 

水収支解析にあたり、とくに重要なのは降水量データである。ただし、先に示したメッ

シュ平年値2010は気象庁管轄の観測所（アメダス観測所等）を用いて作成されたデータで

あるため、観測所の空間密度が疎となる地域では面的に正確な降水量分布となっていない

ことに留意が必要となる。 

そこで本業務では、対象地域における詳細な降水量分布を把握するために、国土交通省

が作成した「解析雨量」データを活用した。「解析雨量」とは、国土交通省水管理・国土保

全局、道路局と気象庁が全国に設置しているレーダー、アメダス等の地上の雨量計を組み

合わせて、降水量分布を約1km四方の細かさで解析したものである （図 4-21参照）。 

 

 

■解析雨量の作成方法 

・アメダスは雨量計により正確な雨量を観測するが、雨量計による観測は面的には隙間が

生じる。 

・一方、レーダーでは、雨粒から返ってくる電波の強さにより、面的に隙間のない雨量が

推定できるものの、雨量計の観測に比べると精度が落ちることが問題となる。 

・そこで両者の長所を活かすべく、レーダーによる観測をアメダスによる観測で補正する

ことで、面的に隙間のない正確な雨量分布を作成し、解析雨量データが整備されている。 

・なお、解析雨量の精度をより高めるために、国の他機関や都道府県の雨量計による観測

もアメダスと合わせて利用し、対象観測所を適宜追加しながら精度向上が図られている。 

 

 

本業務における解析雨量データの活用方法を図 4-22に整理した。また、整理した月別の

補正係数を用いて作成した降水量データ（解析雨量補正）の年間値を図 4-23に示す。図 

4-23に示すとおり、解析雨量により補正した。なお、メッシュ別補正係数の整備にあたり、

異常値を示すデータについては目視判読により適宜棄却している。 
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図 4-21 解析雨量データの作成方法9 

 

 

 

②農環研雨量①解析雨量

2011

2012

2013

2014

2015
降水量

2011

2012

2013

2014

2015
降水量

③メッシュ別補正係数（=①/②）

④メッシュ平年値
2010（気象庁）

⑤解析雨量で補正
したメッシュ雨量
（=③×④）

降水量
（平年値）

補正した
降水量
（平年値）

水収支解析で使用

「②農環研雨量」は、（国研究）農研機構農業環境変動研究センターが作成してい
る各年の月別気象データである。作成方法は「④メッシュ平年値2010」と同様。

1kmメッシュ 1kmメッシュ 1kmメッシュ 1kmメッシュ

５ヶ年の平均値を採用
 

図 4-22 本業務における解析雨量データの活用方法 

                             
9 気象庁：解析雨量 

<http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/kurashi/kaiseki.html>(2017/06/08アクセス) 
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凡例

年間降水量（mm）　　

- 1750

1750 - 1800

1800 - 1850

1850 - 1900

1900 - 1950

1950 - 2000

2000 - 2050

2050 - 2100

2100 - 2150

2150 -

 

図 4-23 年間降水量の平年値（1981-2010） 
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(2) 土地利用データの扱い 

水収支解析にあたり土地利用情報が重要となる。本検討で用いる土地利用情報は、国土

数値情報を基本とするが、当該データの土地利用種別における考え方について、いくつか

留意する事項を以下に整理した。 

 

1) その他農用地 

厳密に言えば、野菜や果樹等の栽培品種別に営農環境が異なるため「蒸発散量」や「栽

培に必要となる農業揚水量」などが異なる。したがって、「その他の農用地」メッシュに

ついては一般的な畑の値を採用した。 

 

2) 田 

田は、灌漑期と非灌漑期では、水収支構成要素としての機能が大きく異なる。とくに

灌漑期について考えると、湛水に伴う地下水かん養量は膨大であり、地域の水収支に大

きな影響を与えることとなる。したがって、田の面積や灌漑期間を適切に評価すること

が重要となる。また、湛水時の蒸発散量や浸透量については、地域における減水深など

の実績値を参考に設定することが望ましい。 

以上より、田については、その面的な分布は各種土地利用データを基本とするものの、

当該データは耕作田・耕作放棄地を含む情報となっているため、地域の実態に見合う営

農情報として「農林水産省作物統計調査」結果を用いて、水稲作付面積を評価した。 

なお、非灌漑期においては、広域スケールで水収支を考える場合、流出および蒸発散

機構は、畑との大きな違いはないものと考えられる。したがって非灌漑期の蒸発散量お

よび流出量の評価は「その他の農用地」と同様の考え方により評価した。 

 

3) 建物用地 

水収支算定において国土数値情報の“市街地・住宅地で建物が密集しているところ”

とされる「建物用地」について、当該メッシュ内の全域がアスファルト舗装された都市

域と見なして検討すると、流域内に降った雨量のうち河川への流出量の割合を表わす係

数「流出係数」が大きくなるため、表面流出量が過大に（地下水かん養量は過小に）評

価される。 

また、アスファルトで舗装されていた非浸透域においては、降雨がほとんどその場に

留まることがないため、水面および土壌面からの蒸発はほとんどないこととなる。した

がって、国土数値情報の「建物用地」については、表面流出量および蒸発散量を適切に

評価する必要があることから、建物用地とされる地域を対象に、実態に見合う浸透域、

非浸透域の占有面積率を整理した。 



4-27 

 

ある地域の航空写真と、国土数値情報土地利用細分メッシュデータ（100mメッシュ：

2009年）を併記したものが図 4-24である。図から、表示した地域のうち、図郭中央を西

から東へながれる河川、北西の山地を除くほとんどが、建物用地として細分されている

ことがわかる。 

しかしながら、航空写真をみると、商業施設やオフィスビル等が隣立する地域と、戸

建住宅が密集する市街地では、アスファルト舗装の状況は大きく異なっている。すなわ

ち、浸透域と非浸透域の占有面積率が両者で差異があることを示している（図 4-25に模

式図を示す）。 

 

広域の水収支検討にあたり、国土数値情報で建物用地とされる地域を対象に、その地

域の市街化状況（商業施設が多い、戸建住宅が多い等）と整合させ整理することは容易

ではなく、現実的な条件整理とは言えない。したがって、本検討においては、図 4-24

中に示す5箇所のサンプルメッシュを抽出し、これらにおいて浸透域、非浸透域の占有面

積率を整理することとし、さらにこれらサンプルメッシュの平均の占有面積率を他メッ

シュに展開することで、建物用地の水収支を検討することとした。なお、サンプルメッ

シュとした5箇所は、市街地を対象に、「商業用地（駅前）」、「商業用地および住宅地（国

道沿線）」、「戸建住宅の密集地その１」、「戸建住宅の密集地その２」、「集合住宅」である。 

 

各メッシュで浸透域、非浸透域の占有面積率を検討したものが表 4-5であり、これら

を整理したものが表 4-6である。表 4-6のとおり、いくつかのパターンを有する建物用

地のサンプルメッシュを対象に、非浸透域（建物、道路・駐車場）と浸透域（非浸透域

以外）のメッシュ内の面積占有率を平均すると、浸透域は0.25、非浸透域は0.75となる

ことがわかった。 

 

以上の結果より、建物用地のこれらの面積率により、水収支解析において建物用地は 

「建物用地（浸透域）」と「建物用地（非浸透域）」に分類することとした。 
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1

2

34

5

 
１．商業用地（駅前）、２．商業用地および住宅地（国道沿線）、３．戸建住宅の密集地その１、 

４．戸建住宅の密集地その２、５．集合住宅 

図 4-24 サンプリングメッシュ位置図 

（国土交通省 電子国土基本図（オルソ画像）および国土数値情報 土地利用細分メッシュデータより作成） 
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道路

道

路駐車場
駐車

場

商業施設 家屋

家屋家屋家屋

庭等

庭等

●国土数値情報で建物用地と分類される一例

★建物用地メッシュの細分

家屋・施設 ： 約40％

道路・駐車場 ： 約40％

浸透域（庭等） ： 約20％
 

図 4-25 建物用地メッシュの実際（イメージ） 

表 4-5 土地利用サンプリング結果 

（国土交通省 電子国土基本図（オルソ画像）および国土数値情報 土地利用細分メッシュデータより作成） 

１．商業用地（駅前） 
２．商業用地および住宅地 

（国道沿線） 
３．戸建住宅の密集地その１ 
４．戸建住宅の密集地その２ 
５．集合住宅 
 
写真中 
赤：建物、黄：道路・駐車場  

 

 

 
 

 

1 2 

3 5 4 

 

表 4-6 建物用地メッシュの占有面積率 

建物 舗装
商業用地（駅前） 10,335 254 5,755 4,325 0.02 0.98

商業用地および住宅地
（国道沿線）

10,339 1,933 1,569 6,837 0.19 0.81

戸建住宅の密集地その1 10,337 4,900 3,136 2,302 0.47 0.53
戸建住宅の密集地その2 10,337 4,055 5,018 1,263 0.39 0.61

集合住宅 10,336 2,002 3,301 5,033 0.19 0.81
0.25 0.75

非浸透域

占有面積率

平均値

サンプル
メッシュ

総面積[m2]

計測面積[m
2
]

浸透域
非浸透域

浸透域
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(3) 営農活動条件の整理 

水収支解析にあたり、営農活動（とくに水稲栽培）を条件に見込む。一般的な乾田にお

ける水稲栽培では、ある期間において継続または断続的に水田に湛水するため、蒸発散量

や浸透量の計算に大きく影響する。 

 

1) 減水深 

減水深とは、1枚の水田における蒸発散量と浸透量の和を水深単位で表したものである。

水田の水管理の一指標として用いられ、これから蒸発散量を差し引いた浸透量が、地下

水かん養量の推定に際し、重要な値となる（図 4-26参照）。減水深は、水田が位置する

地形条件に左右され、全国的には扇状地で大きく、沖積低地で小さい傾向を示す。なお、

水田には、灌漑期間中、常に用水が供給されているわけではない。一般に「代かき期」、

「活着期」、「幼穂形成～出穂期」の3期で、その量が多いとされている。 

 

なお、国立市周辺地域における減水深のデータは入手できていない。したがって本検

討では、作物学用語集で適正値とされる減水深20～25mm/日や、中村ほか（2008）10、

山崎（1960）11で適正減水深とされている25mm/日などを参考として、 本解析範囲全域

で25mm/日を採用することとした。 

 

 

 

 

 

 
減水深(mm/日)＝蒸発散量(mm/日)＋浸透量(mm/日) 

蒸発散量 

浸透量 

減水深 

 

図 4-26 減水深と水田からの浸透量の考え方 

                             
10 中村和正、鵜木啓二、多田大嗣(2008)：寒冷地水田潅漑および大規模畑地潅漑に適した送配水機能の診断・改

善技術の開発，土木研究所，平成20年度 土木研究所成果報告書，No.60, pp.1-15． 
11 山崎不二夫（1960）：水田の減水深，浸透量, 土壌物理学会, 第3号, pp.9-14． 
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2) 水稲作付スケジュール 

井関農機（株）の「日本各地の栽培暦」12を参照して水稲作付スケジュールの検討を

おこなった。なお、東京都のデータが整理されていないため、神奈川県と埼玉県を参考

とした。 

「日本各地の栽培暦」12の水管理を見ると、5月上旬頃に代かきをおこない、水田湛水

していることがわかる。また、5月下旬～6月中旬頃までは連続的に湛水するが、7月上旬

頃に中干しをおこない、その後は間断灌水することになる。7月下旬から8月上旬にかけ

て集中的に湛水する期間が認められその後、間断灌水をおこなっている。 

以上の水稲栽培時の水管理は、地域や品種によっても異なることものと考えられるが、

対象地域の地域性や品種を計算条件に設定するのは情報収集の観点からも困難と言える。

そこで本検討では、上述の２地域の栽培暦を参考として、水稲作付スケジュールを決定

し、これを本解析範囲全域に展開することとした。 

 

水田からのかん養量は、水田の連続湛水期間が長く、湛水深も深い代かき期において

とくに増加するものと考えられる。そこで、5月は水田湛水条件を見込むこととした。ま

た、6月も連続湛水することから、人為的な浸透を見込む必要があると考えた。7月は下

旬、8月は上旬～中旬、9月上旬～中旬でそれぞれ水田の湛水期間が認められる。これら

期間では間断灌水をおこなうため、断続的な水田からの地下浸透を想定することとした。 

 

以上を踏まえて本検討では、5月～9月を湛水条件を設定する月と設定し、一ヶ月間常

時湛水した場合を1.0したときの各月の湛水期間を、それぞれ表 4-7のとおり考えた。な

お、表中に示す水田湛水期間係数は、試算により観測値との比較を踏まえて調整した値

となる。 

 

                             
12 井関農機株式会社：日本各地の栽培暦 

<http://www.iseki.co.jp/farmailand/soshoku/koyomi.html(2018/03/14アクセス) > 
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表 4-7 本業務で設定した水田湛水期間係数 

月 旬 1 0.5 0.3 0 1 0.5 0.3 0 1 0.5 0.3 0 1 0.5 0.3 0
上旬 ○ 〇 〇
中旬 ○ ○ ○
下旬 ○ ○ ○
上旬 ○ ○ ○ ○
中旬 ○ ○ ○ ○
下旬 ○ ○ ○ ○
上旬 ○ ○ ○ ○
中旬 ○ ○ ○ ○
下旬 ○ ○ ○ ○
上旬 ○ ○ ○ ○
中旬 ○ ○ 〇 〇
下旬 ○ ○ ○ ○
上旬 ○ ○ ○ ○
中旬 ○ ○ ○ ○
下旬 ○ ○ ○

5月 0.7 0.7 0.7

飽水 落水 湛水 飽水 落水 水田湛水
期間係数

飽水 落水 湛水 飽水 落水 湛水

6月 0.5 0.3 0.30.8

9月 0.3 0 0

0.3

8月 0.8 0.4 0.40.8

7月 0.3 0.5 0.5

　期間 水田湛水
期間係数

埼玉　彩のかがやき
上段：湛水の状態、下段：係数

埼玉　コシヒカリ
上段：湛水の状態、下段：係数

水田湛水
期間係数

神奈川　キヌヒカリ
上段：湛水の状態、下段：係数

湛水 水田湛水
期間係数

0.53

0.48

0.40

0

0.60

0.13

平均
間断
灌漑

間断
灌漑

間断
灌漑

間断
灌漑

0.2

埼玉　キヌヒカリ
上段：湛水の状態、下段：係数
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(4) 蒸発散量の算定 

水収支の算定にあたり、蒸発散量を精度良く推定することは水資源賦存量（＝降水量－

蒸発散量）13の高精度化につながる。本項では、既往研究、当社開発手法について概述し、

適切な蒸発散量の推計方法を選定した。 

 

1) 蒸発散量算定式の概要 

水収支の検討にあたり、土地利用種別の蒸発散量は、表 4-8に示す手法に基づき算定

した。 

水田地域とみなすのは国土数値情報で「田」と分類される地域となるが、これは耕作

放棄地や転作田を含んだものとなる。したがって、水収支解析の条件としては、作物統

計データより水稲作付面積率を予め整理し、適切にモデル化した。なお、当該地域の水

稲栽培状況を勘案し、灌漑期における水田への湛水期間を決定する必要がある。 

 

その他、土地利用種別に、小松・澤野の提案式、Suzuki and Fukushima（1985）の式、

近藤（2012）の式、蒸発散研究グループ（1967）の式などを使い分けることにより、こ

れまでの検討で一般的であった、ひとつの数学モデルでの一律の検討とは異なり、土地

利用種別に異なる数理モデルを用いることでより実態に則した検討が可能となった（図 

4-27参照）。 

                             
13 国土交通省：日本の水収支 

<http://www.mlit.go.jp/tochimizushigen/mizsei/c_actual/actual01.html(2018/03/16アクセス)> 
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表 4-8 土地利用種別の蒸発散量推計モデル14 15 16 17 

大項目 細目
灌漑期 蒸発散研究グループ（1967）の式 湛水期間は5～9月（月別に変化）
非灌漑期 Suzuki and Fukushima（1985）の式

Suzuki and Fukushima（1985）の式
浸透域 Suzuki and Fukushima（1985）の式
非浸透域 降水量－表面流出量

降水量－表面流出量
Suzuki and Fukushima（1985）の式
Suzuki and Fukushima（1985）の式
降水量－表面流出量
近藤（2010）の式
小松・澤野の提案式

道路・鉄道
その他の用地、ゴルフ場

荒地
山岳荒地（岩、万年雪）

河川及び湖沼
森林

算定手法 備考
国土数値情報土地利用種別

田

建物用地

その他の農用地
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






S
Ea 




 54.0その他農用地等

森林

田（湛水期）

河川及び湖沼

Suzuki and Fukushima（1985）の式

小松・澤野の提案式
（小松・澤野によるプレストリー・テーラー修正式）

蒸発散研究グループ（1967）の式

近藤（2010）の式

Ea

Ef

Ew

Ep

Δ

γ

S
λ

Rn

G
α

β

l

S*=10Rn/λ

：その他農量地の蒸発散量(mm/month)
：森林の蒸発散量(mm/month)
：水域（河川及び湖沼）の蒸発量 (mm/year)
：湛水した水田からの蒸発散量 (mm/day)

：飽和水蒸気曲線の傾き
：乾湿計定数（hPa/℃）
：全天日射量（MJ/m2）
：蒸発潜熱 (J/g)

：純放射量（MJ/m2）
：地中熱流量（MJ/m2）
：プレストリ・テーラー定数
：樹冠遮断蒸発率

：緯度（°）

 
図 4-27 蒸発散量算定14 15 16 17 

                             
14 Suzuki, M. and Fukushima, Y.（1985）: Estimate of evapotranspiration from the land surface of Shiga 

Prefecture using a digitalized square-grid map database, Lake Biwa Research Institute, 2. 1-55. 
15 小松，澤野，久米，橋本(2005)：森林の特性と蒸発散量の関係，日本森林学会誌，Vol.87, No.2, pp.170-185 
16 近藤（2012）：湖面や海面の蒸発，天気，第59 巻，第6 号，pp.75-78． 
17 蒸発散研究グループ（1967）：水田の蒸発散，農業気象，第22 巻，第４号，pp.13-21． 
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2) 森林蒸発散量 

図 4-28に、森林域における蒸発散のメカニズムを示す。森林域の蒸発散に着目すると、

植物が光合成を行う際に根から吸収した水が葉の気孔を通して出て行く現象である「(A) 

蒸散」、降雨中あるいは降雨後に濡れた樹冠から水が蒸発する現象である「(B) 遮断蒸発」、

土壌面から水が蒸発する現象である「(C) 地面蒸発」の大きく3つに分類することができ

る。 

 

近藤（1992）18によれば、日本は森林面積が諸外国に比べて比較的多く、森林からの蒸

発散量は湖からの蒸発散量に匹敵するとしている。さらに、その約40％（年間200mm～

500mm）は、降水日の濡れた樹体からの蒸発、すなわち樹冠による遮断蒸発であると述べ

ている。日本の場合、森林からの年蒸発散量は約700mm/year（大槻(1984）19，近藤(1994)20）

程度で降水量の約39％程度と言われている。なお、日本の年間平均降水量は約1700mmで

ある。また、澤野ほか（2005）21によれば、図 4-29に示すとおり、森林域は非森林域に

比べて高標高域に位置することが多く、降水量の増大を加味した上での蒸発散量評価が

重要であると考えられる。そのほか、京都大学桐生水文試験地における1972年から2004

年までの33年間の水収支観測の結果、年間蒸発散量はほとんど変化しておらず

750mm/year程度であることが、京都大学農学研究科森林水文研究室により報告されてい

る（図 4-30参照）。この報告によると、植生の遷移・変化にかかわらず、森林には蒸発

散量をほぼ一定に保ち続けるなんらかの平準化作用があるとされている。なお、桐生水

文試験地における33年間の年間平均降水量は1646mmであり、概ね国内の平均程度の降水

量と言える。 

 

以上より、国内の平均的な降水量となる森林域においては、およそ700～750mm/year

の年間蒸発散量が生じているものと思われる。 

 

 

                             
18 近藤（1992）：森林における降雨の遮断蒸発量，水文・水資源学会誌，第5 巻，第2 号，pp.29-36． 
19 大槻恭一，三野 徹，丸山利輔(1984)：気象資料から推定したわが国の蒸発散量，農業土木学会論文集，112，

pp.25-32， 
20 近藤純正(1994）：水環境の気象学－地表面の水収支・熱収支－，朝倉書店，東京 
21 澤野真治, 小松光, 鈴木雅一(2005)：森林における年降水量の農地・都市域との違い－日本全域を対象として－, 

水文・水資源学会, Vol.18, No.4, pp.435-440. 
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（A）

（B）

（C）

 

図 4-28 森林域の蒸発散のメカニズム22 

(「太田猛彦「斜面における水文循環の各種成分（1996）」より作成」に一部加筆) 

 

図 4-29 年降水量と標高の関係（●：森林，△：農地，×：都市域）21 

                             
22 林野庁：水を育む森林のはなし 

<http://www.rinya.maff.go.jp/j/suigen/suigen/con_1.html>(2017/06/15アクセス) 
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図 4-30 京都大学農学研究科森林水文研究室「森林水文新聞」23 に一部加筆

                             
23 京都大学農学研究科森林水文学研究室：森林水文森林水文新聞 

<http://www.bluemoon.kais.kyoto-u.ac.jp/hydronews/hydronews3.pdf>(2017/06/15アクセス) 
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3) さまざまな蒸発散量推計方法の比較 

本項では、既往の蒸発散量推計手法と本検討採用手法について概説する。 

 

対象が広範にわたり、且つその大部分が気象データの観測が難しい山間地となる場合

において、多くのケースでソーンスウェイト法やハーモン法といった簡易法が採用され

てきた。これら手法は、時間変化や種々の土地利用下での詳細な蒸発散量の算定には不

向きであるが、計算に必要な気象データは気温のみであることから、データの不充分な

広い地域からの長期的な推定によく用いられている24。 

 

ここでは、使用例の多いソーンスウェイト法とハーモン法を紹介するとともに、本検

討で森林域の蒸発散量の推計に採用した小松・澤野の提案式について概説する。 

表 4-9に主要な蒸発散量の推計モデルを整理したが、本検討ではこのうち「ソーンス

ウェイト法」「ハーモン法」「小松・澤野の提案式等を用いた水収支解析システム」につ

いて比較・検証をおこなった。 

                             
24 土木学会（2000）：水理公式集平成11年版，p18 
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表 4-9 蒸発散量の推計モデル25 26 

モデル名称 モデル概要 評価される蒸発散量 必要となる気象データ 適用条件

ソーンスウェイト法 経験式 可能蒸発散量 気温、可照時間
丈の低い草地で密に覆われた地表面から、水不足
が起こらない完全湿面の状態で失われる蒸発散量

ハーモン法 経験式 可能蒸発散量 気温、可照時間 気温別の絶対飽和湿度が必要

Komatsuら（2008）の提案法 経験式 平衡蒸発散量 気温 国内の森林域の評価に特化

Komatsuら（2010）の提案法 経験式 平衡蒸発散量 気温 国内の森林域の評価に特化

小松・澤野の提案式 半経験式 平衡蒸発散量 気温、全天日射量、降水量 国内の森林域の評価に特化

ペンマン法 半経験式 可能蒸発散量 気温、湿度、風速、日照時間 森林は適用対象とされていない

ペンマン・モンティース法 半経験式 可能蒸発散量 気温、湿度、風速、日照時間 森林は適用対象とされていない

マンキンク法 半経験式 実蒸発量 気温、全天日射量 地域定数が必要

モートン法 半経験式 実蒸発散量 気温、湿度、風速、日照時間 森林は適用対象とされていない

Brutsaert-Stricker法 半経験式 実蒸発散量 気温、湿度、風速、日照時間 森林は適用対象とされていない
 

                             
25 Hikaru Komatsu, Eiichi Maita, Kyoichi Otsuki(2008): A model to Estimate Annual Forest Evapotranspiration in Japan from Mean Annual Temperature, Journal of 

Hydrology, Vol.348, pp.330-340 
26 Hikaru Komatsu, Tomonori Kume, Kyoichi Otsurki(2010): A Simple Model to Estimate Monthly Forest Evapotranspiration in Japan from Monthly Temperature, 

Hydrological Processes, Vol.24, pp.1896-1911. 
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(a) ソーンスウェイト法 

ソーンスウェイトは、植物への水分供給量が増えるにつれて蒸発散量は増加し、最

終的に気候条件のみによって決まる値に達すると考え、気温（と緯度から計算される

日照時間）のみの関数として可能蒸発散量を推定する以下式を提案した。 

 

 
 

 










12

1

514.1

632

0

5/

10675.01.7717920492390

/1016

j

j

a

jp

TJ

JJJa

JTDE

 

 

ここで、Ep：可能蒸発散量（mm/month）、D0：可照時間（12時間を1単位とする）、

Tj：j月の平均気温（℃）、J：熱示数である。なお、月平均気温が26.5℃を超える場合

はこの式は使えない。また、月平均気温が0度以下となる場合はEp = 0とする。 

ソーンスウェイトの式は、米国における流域水収支データと条件をコントロールし

たライシメータによる実験データを基に誘導された経験式である。したがって、求ま

る可能蒸発散量については「丈の低い植物（芝、牧草など）で覆われた地表面に十分

な水を供給した場合に失われる蒸発散量」と定義されるため、他地域や土地利用状況

など、適用サイトの状況により留意が必要となる。 

日本では、小型蒸発計蒸発量の季節変動と比較した場合に、冬～春は過小、夏～秋

は過大となることが知られている。 

 

(b) ハーモン法 

ソーンスウェイト法と同様に、気温のみを用いて、緯度に応じて提案された月別可

照時間と日平均気温ごとに示された飽和絶対湿度の値から経験的に定められた可能蒸

発散量を求める方法である。 

ハーモン法では次式により可能蒸発散量Epを求める。 

 

  
 tt

sat

t

tp

e

teP

PDE







3.273/5.7

2

0

101078.6

15.273/7.216

14.0

 

 

ここで、Ep：可能蒸発散量（mm/day）、D0：可照時間（12時間を1単位とする）、Pt：

日平均気温に対する飽和絶対湿度（g/m3）、e：水蒸気圧（hPa）、t：ある月の日平均

気温（℃）、esat：飽和水蒸気圧（hPa）である。なお、ソーンスウェイト法と同じく、

求まる可能蒸発散量については「丈の低い植物（芝、牧草など）で覆われた地表面に

十分な水を供給した場合に失われる蒸発散量」と定義されるため、サイトの土地利用

状況によっては適用に留意が必要となる。
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ハーモン法もソーンスウェイト法も同様となるが、実蒸発散量を推定するには、得

られた可能蒸発散量に対して地被状態と季節による経験的な係数を乗じることが一般

的である 。 

 

(c) 小松・澤野の提案式 

小松ほか（2005）14 は、「樹冠が乾いている状態における蒸散量Et」と「樹冠が濡

れている状態における遮断蒸発量Ei」より、森林の蒸発散量Eを以下式により推定して

いる。 

 

it EEE   

  

月間の蒸散量Etを表現するモデルには、次に示すPriestly and Taylor（1972）27の

式を用いている。 

 

eqt EE   

 

ここで、はプレストリ・テーラー定数、Eeqは平衡蒸発量（mm）である。平衡蒸発

量Eeqは、完全湿面からの蒸発量を意味し、次式で表現される。 

 



GR
E n

eq







  

 

ここで、は飽和水蒸気曲線の傾き、は乾湿定数（hPa/℃）、Rnは純放射量、Gは地中

熱流量、は蒸発潜熱（J/g）である。 

つぎに、降雨中の濡れた樹冠面からの蒸発を表す樹冠遮断蒸発Eiは、次式で求める

ことができる。 

 

PEi   

 

ここで、は樹冠遮断蒸発率、Pは月降水量（mm）である。 

以上から、蒸散量Etと遮断蒸発量Eiを考慮した森林域の蒸発量Eは、次式のとおり変

換できる。 

 

 P
GR

EEE n
it 


 







  

                             
27 Priestley, C.H.B., and R.J. Taylor. （1972）： On the assessment of surface heat flux and evaporation using 

large-scale parameters. Mon. Weather Rev., 100:81-82. 
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なお、Sawano et al.（2015）28を参考に上式のパラメータおよび状態数として、次

式を採用した。月単位の検討の際は地中伝導熱の変化を無視できるため、G = 0として

扱う。ここに、 sは降雪時の樹冠遮断蒸発率、Sは全天日射量である。本検討では試

算により、観測値を再現できるs値を決定した。村井（1970）29によると、ある地域

の降雪時の樹冠遮断蒸発率は年間で0.253～0.347、月別では0.247～0.442と報告され

ており、本検討での設定値は概ね妥当な値であると判断した。なお、月平均気温が0℃

以下の場合は樹冠遮断蒸発が生じにくいと考え、 s = 0.1を設定した。 

 

       

     

SR

TTM

T

n

s

8.0

010.0,035.0,
12

8cos08.018.0

1.0014.0















　　　　　　　　 






 

                             
28 Sawano, S. ・Hotta, N. ・Tanaka, N. ・suboyama, Y. and Suzuki, M. (2015) : Development of a simple forest 

evapotranspiration model using a process-oriented model as a reference to parameterize data from a wide 

range of environmental conditions, Ecological modeling, Vol. 309-310, pp.93-109． 
29 村井（1970）：森林植生による降水のしゃ断についての研究，林試研報，Vol.232, pp.25-64. 
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(d) 蒸発散量推計モデルの比較・検証 

表 4-10は森林域を多く有する岩手県を例に、各手法において求まった年間蒸発散量

を整理したものである。なお、ソーンスウェイト法とハーモン法で必要となる可照時

間は、各メッシュの緯度情報を基に算出した太陽赤緯等を用いて計算した理論上の最

大日照時間である。すなわち、メッシュごとの気温データと緯度情報から地域特性を

反映できるように工夫している。なお、計算はすべての手法で月別におこなっており、

図にまとめた年間値は月別の蒸発散量を総和したものである。 

 

ソーンスウェイト法とハーモン法で求まる蒸発散量の分布傾向はほぼ同じで、気温

の高い地域で多く、低い地域で少ない。土地利用に応じた分布特性はみられない。な

お、ハーモン法の結果を見ると奥羽山脈や北上山地等の高標高地域で蒸発散量は

300mm/yearとなる箇所が散見され、ハーモン法がより気温の影響度が強いように思

われる。 

 

一方、採用手法の結果については土地利用種別と蒸発散量分布の関係が強いことが

わかる。とくに建物用地では蒸発散量が少ない。これは、降水量のほとんどが表面流

出するためであり、実態を反映した結果と言える。また、樹冠遮断蒸発を考慮してい

るため、奥羽山脈の多雨地域では蒸発散量が多く評価されている。なお、Sawano et al.

（2015）30によると、”Iwate-omyojin”というサイトで水収支計算の結果、蒸発散量（降

水量－表面流出量）は800mm弱となっている。御明神(Omyojin)という地域は表 4-10

の採用手法の図中赤丸地点に位置し、本解析結果は700mm～800mm程度を示してい

ることから、両者は概ね同程度と考えられる。 

 

以上より、採用手法は気温に加え土地利用種別を考慮しているため、より現実に則

した計算を行っている。また、解析結果は文献値から大きく外れていない。よって、

採用手法は他の２手法よりも適切な手法であり、推計値も妥当な範囲にあると考えら

れる。 

 

                             
30 Sawano, S. ・Hotta, N. ・Tanaka, N. ・suboyama, Y. and Suzuki, M. (2015) : Development of a simple forest 

evapotranspiration model using a process-oriented model as a reference to parameterize data from a wide 

range of environmental conditions, Ecological modeling, Vol. 309-310, pp.93-109． 
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表 4-10 いくつかの推計手法により評価した蒸発散量（左：ソーンスウェイト法、中：ハーモン法、右：本業務採用手法） 

ソーンウェイト法 ハーモン法 本検討手法
凡例

年間蒸発散量（mm）

 - 0

0 - 100

100 - 200

200 - 300

300 - 400

400 - 500

500 - 600

600 - 700

700 - 800

800 - 900

900 - 1000

1000 -

凡例

年間蒸発散量（mm）

 - 0

0 - 100

100 - 200

200 - 300

300 - 400

400 - 500

500 - 600

600 - 700

700 - 800

800 - 900

900 - 1000

1000 -

凡例

年間蒸発散量（mm）

 - 0

0 - 100

100 - 200

200 - 300

300 - 400

400 - 500

500 - 600

600 - 700

700 - 800

800 - 900

900 - 1000

1000 -

凡例

年間蒸発散量（mm）

 - 0

0 - 100

100 - 200

200 - 300

300 - 400

400 - 500

500 - 600

600 - 700

700 - 800

800 - 900

900 - 1000

1000 -

凡例

年間蒸発散量（mm）

 - 0

0 - 100

100 - 200

200 - 300

300 - 400

400 - 500

500 - 600

600 - 700

700 - 800

800 - 900

900 - 1000

1000 -

凡例

年間蒸発散量（mm）

 - 0

0 - 100

100 - 200

200 - 300

300 - 400

400 - 500

500 - 600

600 - 700

700 - 800

800 - 900

900 - 1000

1000 -

 

Iwate-omyojin 
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(5) 表面流出量の算定 

表面流出量は、対象地域を10mメッシュで細分し、各メッシュごとに集中型概念モデルと

なる合理式を適用した。このとき得られる流出量は、気象データの時間分解能にあわせて

ひと月単位となる。つまり、10mメッシュごとの月別降水に起因して表面流出する水は、そ

の月にすべて海洋に流出するとみなすことで、便宜的に分布型としての機能を具備させる

ことができる。 

具体的には、10mメッシュ単位に整理した土地利用種別のメッシュ占有面積および土地利

用種別の流出係数を降水量に乗じることにより、表面流出量を概算した。 

流出係数は降雨および流域の特性に応じて異なるものである。したがって、一義的には

決めにくいが、「社団法人日本道路協会 道路土工－排水工指針」31を参考にし、本検討で

は土地利用種別の流出係数を表 4-11のとおり設定した。なお、降雨確率年の低い排水施設

の設計時に参考とする流出係数や、カルバートのような降雨確率年の比較的高い施設の設

計時に参考とする流出係数なども参考にしている。また、河川計画検討時に用いる流出係

数32は河川の治水計画検討において洪水時のピーク流出量を評価するものであるため、ここ

で整理したものより若干大きい値となっている。本検討では、出水ごとの評価ではなく、

年間通じての評価であるため、降雨確率年の低い排水施設設計時の流出係数を主に参考に

することとした。 

また、山地の森林域や荒地では、冬季に降雪、積雪が生じるため、表面流出を評価する

上で、これらの「水量のストック効果」を無視できない。そこで本検討では、水収支解析

に融雪出水モデルを組み込み、表面流出量の評価の精度向上をはかった。融雪出水モデル

の詳細については、次項の「(6) 積雪水量・融雪出水量の評価」を参照されたい。 

 

表 4-11 土地利用種別に設定した流出係数 

大項目 細目
灌漑期 0.8 工種別基礎流出係数の最大値
非灌漑期 0.3 その他の農用地と同様

0.3 工種別基礎流出係数の最大値
浸透域 0.3 その他の農用地と同様
非浸透域 0.95 工種別基礎流出係数の舗装・屋根の最大値

0.95 建物用地・非浸透域と同様
0.3 その他の農用地と同様
0.3 その他の農用地と同様

0.95 降水量のほとんどが一旦流出すると推定
1 すべて流出

建物用地

国土数値情報土地利用種別
流出係数 備考

田

その他の農用地

流出量は、（降水量－蒸発散量）×（1－地下浸透率）により算出

道路・鉄道
その他の用地、ゴルフ場

荒地
山岳荒地（岩、万年雪）

河川及び湖沼
森林  

                             
31 社団法人日本道路協会(1983)：道路土工ー排水工指針 
32 建設省(1997)：河川砂防技術基準（案） 調査編 
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(6) 積雪水量・融雪出水量の評価 

水収支の評価に当たり、とくに高標高域において、積雪の影響を無視できない場合があ

る。本業務では、降雪・積雪・融雪のプロセスを組み込み、水収支解析をおこなった。 

 

1) 降雪 

降水形態を雪（固体）と雨（液体）の2つに大別して、月平均気温により固体と液体の

降水の割合を決定した。この際、月平均気温が4.5℃以上では全てを降水、0.5℃以下で

は全てを降雪と考えるほか、その間の気温での降水形態割合は、4.5℃と0.5℃を直線で

つなぐ月平均気温の一次式として表現した（図 4-31）。 

 

 

 

 

 

降
雪
率

月平均気温（℃）

1.0

4.5

0

0.5

 

図 4-31 月平均気温を用いた雨雪判別の考え方 
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2) 積雪・融雪 

積雪は、降雪が生じた場合に、蒸発散量を差し引いた水量が、そのまま積雪すると仮

定した。このとき、積雪により任意地点に留まる雪の量は、収支計算の観点より「積雪

水量」として考えた。つまり、メッシュ毎に月降雪水量と月融雪水量の収支より月積雪

量を求めることとなる。なお、積雪深の評価は雪質によるところもあり、評価が難しい。 

積雪後、気温の上昇とともに融雪するため、この過程についても考慮する必要がある。

融雪過程を考慮する期間は、月積雪量が無くなるまでの期間とした。 

 

本検討では、融雪水量の算出については気温のみを入力とする融雪係数法を用いてい

る。とくに、積雪時の日融雪量が日平均気温の一次式で表され、気温が氷点下の場合に

は定数項のみ融雪すると考えるため、この方法はデグリ―デイ法とも呼ばれる。 

デグリ―デイ法を適用した融雪出水の算定式は、次のとおりである。 

 

  dbs nMTKR   

 

ここで、Rsは月融雪出水量（mm）、Kは融雪係数（mm/day/℃）、Tは月平均気温（℃）、

Mbは積雪底面流出量(mm/day)、ndは月別の日数(day)である。 

参考として、表 4-12には本式の定数を設定したMotoyama（1990）の例を示す。 
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表 4-12 融雪出水モデル（デグリ―デイ法）の定数の事例（Motoyama(1990)に一部加筆）33 

 

                             
33 Motoyama. H（1990）: Simulation of Seasonal Snowcover Based on Air Temprature and Precipitation, Journal of Applied Meteorology, Vol. 29, pp.1104-1110． 
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3) 融雪出水量の計算手順 

融雪出水量計算フローチャートを図 4-32に示す。融雪出水量の計算にあたり、

前述した降雪、積雪、融雪に関する評価方法より、各月ごとに降雪量Psおよび融

雪出水量Smを算出した。積雪タンクTsnowは、前月のTsnowからSmを差し引いた

値に、Psから遮断蒸発量Isを差し引いた値を加算することで求まる。なお、本検

討では8月に積雪タンクが空になるとして融雪出水量を算出している。 

 

 

 

降水量Pを温度により
雨Prと雪Psに分類

雨Prの樹冠遮断蒸発量
Irを算出

雪Psの降雪遮断蒸発量
Isを算出

蒸発散量Eを算出
E = Et + Ir + Is

蒸散EtをPriestley-Taylor式で算出

Ir Is

8月より計算開始

積雪タンクTsnowの情報を更新
Tsnow(M) = Tsnow (M - 1) + (Ps - Is)

Pr Ps

融雪量Smを算出
Sm = Max(Tsnow, (K * Tm + Mb)*nd)

8～7月を計算

融雪量推定を受けて、次のタイムステップへ情報
を渡すために積雪タンクTsnowの情報を再更新

Tsnow(M) = Tsnow(M) - Sm

8月で積雪タンクTsnowを空に
Tsnow(M) = 0

計算終了

流出量Roffを計算
Roff = Max(0, Pr – Et – Ir) + Sm

Ps－Is

Et

 

図 4-32 融雪出水量計算フローチャート 
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(7) 地下水かん養量の算定 

地下水かん養量は、山地（森林、山岳荒地）以外の地点では、月ごとの降水量か

ら、計算で得られた蒸発散量と表面流出量を差し引いて推計した｡ 

 

一方、山地では、融雪出水を見込むことにより、月をまたぎストックされた水量

が生じるため、月ごとの収支をとることはできない。そこで、山地では沢や河川に

流出する水は、その流出の過程でいくらかが地下に浸透し、これが遅い中間流出や

基底流量にあたると考えて、計算上の全流出量に地下浸透率を乗じて地下水かん養

量を評価することとした（したがって、表面流出量は計算上の全流出量から地下水

かん養量を引いたものとなる）。 

 

地下浸透率は、地質によって変化するものと考えられる。そこで本検討では、日

本の地形・地盤デジタルマップ（若松ほか、東京大学出版会）をもとに、日本全国

の地質を類型化した。類型化の際の分類は「第四紀火山岩」「完新統」「更新統」「第

三紀火山岩」「第三紀堆積岩」「先第三紀深成岩」「その他（堆積岩、変成岩など）」

の７つである（図 4-33参照）。これらごとに地下浸透率を設定しており、地下浸透

率は観測データを参考に、「第四紀火山岩」以外を0.2とした。 

 

 

 

 

図 4-33 類型化した地質の分布図 
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4.3.5 水収支解析 

本項では、モデルの計算条件、水収支解析結果および考察について整理した。 

 

(1) 水収支解析結果と考察 

表 4-13には現況の土地利用情報を用いた水収支解析の計算条件を整理した。 

水収支解析のもっとも重要な計算条件となる気象データには「メッシュ平年値

2010（気象庁）」を用いる。メッシュ平年値2010データは、統計期間1981～2010年、

156地点の気象台・測候所等と約1,100地点のアメダスの平年値を使って、1kmメッ

シュで推定したものである。本データは、以下の特長を有する。 

 

・年の変動を受けにくい平均的な値を示している。 

・推定にあたっては、観測地点の平年値と標高・勾配などの地形因子および都市因

子との統計的な関係を重回帰分析によって調べ、得られた重回帰式で各1kmメッ

シュの地形因子・都市因子から平年値を算出している。 

・空間的な補間方法として、代表的なティーセン分割や逆距離加重法（距離に応じ

たウェイトをかけて、近い位置の値から大きな影響を受けるように補間する手法）

といった、観測地点のポイントデータ、距離による方法ではなく、地形因子およ

び都市因子を考慮しており、より詳細な補間が実施されている。 

 

次に、本解析で用いたパラメータ値を表 4-14に示す。緒方ほか(2017)34がおこな

った日本全国の計算値と連続流量観測データを用いた検証に基づき、パラメータ調

整を図ることでモデルのキャリブレーションをおこなった。以上の作業により、各

パラメータ値を確定した。 

 

表 4-13 水収支解析の計算条件 

項目 備考

降水量 メッシュ平年値2010：月別データ（気象庁）を解析雨量（国交省・気象庁）で補正

気温 メッシュ平年値2010：月別データ（気象庁）

全天日射量 メッシュ平年値2010：月別データ（気象庁）

土地利用種別面積 国立市貸与データ、旧版地形図

減水深 25mm/day　（農業土木ハンドブックなど）

水田湛水期間 5月～9月を湛水期間（栽培暦をもとに計算値と観測値の比較により調整）

水稲作付面積率 市町村別に水稲作付面積/田耕地面積により算出（H27作物統計）

山地浸透率 地質ごとに設定（計算値と観測値の比較により調整）

融雪出水 融雪係数6.0、積雪底面流出量1.5（既往文献を参考に、計算値と観測値の比較により調整）

建物用地の浸透域率 サンプリング調査により0.25とした

河川伏流量 マップ作成条件には見込んでいない  

                             
34 緒方陸, 冨樫聡, 山本晃, 高橋努, 澤野真治（2017）: 日本特有の森林水文性と営農条件を反映した資

源マップ作成, 公益社団法人日本地下水学会2017 年秋季講演会,青森, pp 212-217 
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表 4-14 設定したパラメータ 

土地利用種別 流出係数 備考
田（耕作地） 0.8 人為系：0.8、自然系：0.3
田（耕作放棄地） 0.3
その他農用地 0.3
森林 9999 降水量-蒸発散量で計算
荒地 0.3
建物用地（非浸透域） 0.95
建物用地（浸透域） 0.3
道路 0.95
鉄道 0.95
その他用地 0.3
河川・湖沼 1
海浜 0.3
海水域 1
ゴルフ場 0.3
山岳荒地 0.95

項目 式 備考
森林の蒸発散量E E = Et + Ei
蒸散量Et Et = (α * Δ * Rn) /（(Δ+γ)*λ）
樹幹遮断蒸発率Ei Ei = β * Pr Pr：降水量(mm/day)
水の蒸発潜熱λ λ = 2500.8 - 2.3668 * T [J/kg]
飽和水蒸気圧esaｔ esat = a * exp｛(b * T )/(T + c))｝ [hPa]　Murray式

湿度-飽和水蒸気圧曲線の傾きΔ Δ = bc * esat / (T + c)2 [hPa/℃]　

乾湿計定数γ γ = Cp * P /(ε * λ) [hPa/℃]　
大気圧P P = 1013 - 0.1093 * A [hPa]　A：標高［m］　
純放射量Rn Rn = 0.8 * S Komatsu(2010) S：全天日射量
プレストリテーラー定数α α = 0.014T + 0.3027 Sawano et al. (2015)を参考に実測データより調整
非森林域の蒸発散量Et2 Et02 = (0.54 * Δ * Rn) /（(Δ+γ)*λ） Suzuki and Fukushima
湛水した水田からの蒸発量Ep Ep = 0.82 * 10 * Rn / λ
樹冠遮断蒸発率β β = 0.18 + 0.08 cos[2π/12 * ( M - 8)] Sawano et al. (2015)

パラメータ 値 備考
a 6.1078 [hPa]
b 17.2693882 水面上
c 237.3 水面上

空気の低圧比熱Cp 1.00042 [kJ/℃/kg]
ε 0.622 水蒸気と乾燥空気の密度比

項目 式 備考
流雪出水量Rs(mm) Rs = (K * T + Mb) * nd T:月平均気温(℃)、nd: 月日数(day)

項目 値 備考
融雪係数K(mm/day/℃) 6.0 Motoyama(1990)および流量連続観測データより設定
積雪底面流出量Mb(mm/day) 0.5 Motoyama(1990)および流量連続観測データより設定
樹冠遮断蒸発率β s 0.35 (T≦0⇒0.1) 樹冠による降雪遮断蒸発率
降雪量補正率 1.00 降雪時の降水量補正率(捕捉率0.8×降雪補正率2/3より算定)

項目 値 備考
第四紀火山岩 0.50 地質形成および現地観測データより設定
完新統 0.20 地質形成および現地観測データより設定
更新統 0.20 地質形成および現地観測データより設定
第三紀火山岩 0.20 地質形成および現地観測データより設定
第三紀堆積岩 0.20 地質形成および現地観測データより設定
先第三紀深成岩 0.20 地質形成および現地観測データより設定
その他(堆積岩、変成岩など) 0.20 地質形成および現地観測データより設定

項目 式 備考
水域の蒸発散量Ew Ew = ax2 + bx + c [mm/yr] x : 緯度

パラメータ 値 備考
a -0.98877709 近藤(2012)より
b 41.62861197 近藤(2012)より
c 561.9685243 近藤(2012)より

森林の蒸発散量推計のための数学モデル

表面流出率

融雪出水量の計算に用いるパラメータ

山地における地下浸透率

水域の蒸発量水系のための数学モデル(近似式)
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国立市および主要湧水地点（ママ下湧水、郷土文化館下の湧水、谷保天満宮 常

盤の清水）の推定集水域について、5時期（大正6-13年、昭和19-29年、平成3-4年、

平成19年、平成29年）の水収支解析を実施した。各地域の土地利用割合を示したグ

ラフおよび年間かん養量の推移のグラフと、各時期の土地利用および年間かん養量

の図を、人口の推移と併せて図 4-34～図 4-37に示す｡図中には主要湧水地点を示し

ている。なお、図 4-34～図 4-37に示した土地利用および年間かん養量の図は、拡

大したものを巻末資料に整理している。 

以上の図より読み取れる国立市および主要湧水地点推定集水域の特徴を以下に整

理した。 

これら水収支解析の結果は、降水量、気温、全天日射量、土地利用などの影響を

うけて空間的に変化する。本解析は土地利用種別に解析をおこなっているため、詳

細な土地利用を反映した結果となった。 

 

【国立市】 

・大正6年～大正13年および昭和19年～昭和29年の土地利用によれば、立川段丘面に

は森林やその他の用地が、青柳段丘面にはその他の農用地や建物用地が、多摩川

沖積低地には田が分布している 

・平成3年～平成4年の土地利用によれば、立川段丘面の森林・その他の用地、青柳

段丘面のその他の農用地の多くが建物用地に変化しており、急速に都市化したこ

とがわかる 

・平成19年および平成29年の土地利用によれば、多摩川沖積低地の田が建物用地に

変化している 

・土地利用種別割合の推移からも、建物用地の割合が平成3年～平成4年以降に急速

に増加していることから、都市化が進行したことがわかる 

・大正6年～大正13年および昭和19年～昭和29年の年間地下水かん養量の図によれば、

多摩川沖積低地のかん養量は比較的多く、水田の寄与が大きいと考えられる 

・5時期の年間地下水かん養量の図からは、年間地下水かん養量は減少傾向にあるこ

とがわかるが、これは、都市化により建物用地へ土地利用が変化し、非浸透域が

増加したことによる影響であると考えられる 

・年間地下水かん養量のグラフを見ると、年々地下水かん養量が減少していること

が見てとれる 

・国立市域では、田の減少によるかん養量減少も大きいが、湧水量減少の主な要因

としては、台地（立川段丘面、青柳段丘面）上の土地利用変化（都市化）の影響

が大きいと考えられる
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【ママ下湧水】 

・大正6年～大正13年および昭和19年～昭和29年の土地利用によれば、ママ下湧水の

推定集水域の大部分は、森林やその他の用地が占める 

・平成3年～平成4年の土地利用によれば、森林やその他の用地の多くが建物用地に

変化しており、急速に都市化したことがわかる 

・一方、ママ下湧水の推定集水域内には昭和記念公園が位置しており、この地域で

は、過去から現在にかけて都市開発はほとんどされていない 

・土地利用種別割合の推移からも、建物用地の割合が平成3年～平成4年以降に急速

に増加していることから、都市化が進行したことがわかる 

・5時期の年間地下水かん養量の図からは、年間地下水かん養量は減少傾向にあるこ

とがわかり、都市化により建物用地へ土地利用が変化し、非浸透域増加の影響で

あると考えられる 

・年間地下水かん養量のグラフを見ると、地下水かん養量は減少傾向にあることが

わかる 

・現在の昭和記念公園はママ下湧水推定集水域の面積のうち、約1割を占めており、

豊富な湧水量に占める影響も大きいと考えられる 

 

【郷土文化館下の湧水】 

・大正6年～大正13年および昭和19年～昭和29年の土地利用によれば、郷土文化館下

の湧水推定集水域の大半をその他の農用地が占めている 

・平成3年～平成4年以降の土地利用によれば、その他の農用地の大部分が建物用地

に変化しており、急速に都市化が進行したことがわかる 

・一方、大正6年～大正13年から現在にかけて、一部はその他の農用地として残存し

ているものも見られる 

・土地利用種別割合の推移からも、建物用地の割合が平成3年～平成4年以降に急速

に増加していることから、都市化が進行したことがわかる 

・一方、郷土文化館下の湧水推定集水域のうち、森林が占める面積も増加している 

・5時期の年間地下水かん養量の図からは、地下水かん養量は減少傾向にあることが

わかる 

・現在の郷土文化館下の湧水推定集水域に占めるその他の農用地や森林は、現在の

湧水量に少なからず寄与していると考えられる 

・郷土文化館は平成６年に建設された。その後の集水域の土地利用変化からは、浸

透性の乏しい建物用地の増加が認められる（図 4-38）。
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【谷保天満宮 常盤の清水】 

・大正6年～大正13年および昭和19年～昭和29年の土地利用によれば、郷土文化館下

の湧水推定集水域の大半をその他の用地・その他の農用地が占めている 

・平成3年～平成4年の土地利用によれば、谷保天満宮 常盤の清水推定集水域に占

めていたその他の農用地やその他の用地の大部分が、建物用地に変化しており、

急速に都市化が進行していることがわかる 

・土地利用種別割合の推移から、平成3年～平成4年に建物用地の割合が約7割まで急

速に増加しているが、平成19年および平成29年には約6割程度に落ち着いているこ

とから、現在は、都市開発は落ち着いていると考えられる 

・5時期の年間地下水かん養量の図からは、年間地下水かん養量は減少傾向にあるこ

とがわかるが、これは、都市化により建物用地へ土地利用が変化し、非浸透域が

増加したことによる影響であると考えられる 

・年間地下水かん養量のグラフを見ると、地下水かん養量は減少傾向にあることが

わかる 

・谷保天満宮 常盤の清水推定集水域内に、現在わずかに残っている森林やその他

の農用地、その他の用地が与える湧水量への寄与は大きいと考えられる 
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図 4-34 土地利用変化と地下水涵養量変化（国立市） 
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大正９年～平成１７年：東京都の統計 第２表 人口

（http://www.toukei.metro.tokyo.jp/tjinko/2009/to-data.htm）
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図 4-35 土地利用変化と地下水涵養量変化（ママ下湧水） 
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大正９年～平成１７年：東京都の統計 第２表 人口

（http://www.toukei.metro.tokyo.jp/tjinko/2009/to-data.htm）

平成１８年～平成２９年：統計くにたち

S19～29 

H3～H4 

T6～13 

H19 H29 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

T6-T13 S19-S29 H3-H4 H19 H29

推定年間かん養量
千m3/year千m3/year

29%
15% 7% 5% 4%

39%

20%

14% 17% 18%

3%

14% 37% 41% 43%
3%

11%
13% 13%

26%
45%

28% 21% 19%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

T6-T13 S19-S29 H3-H4 H19 H29

土地利用種別割合

田 他農用地 森林 荒地 建物用地 道路 鉄道 他用地 河川湖沼



4-58 

凡例

土地利用種別
田

その他の農用地

森林

荒地

建物用地

道路

鉄道

その他の用地

河川地及び湖沼

海浜

海水域

ゴルフ場

凡例

年間地下水涵養量（mm）　　

- 100

100 - 200

200 - 300

300 - 400

400 - 500

500 - 600

600 - 700

700 - 800

800 - 900

900 - 1000

1000 - 1100

1100 -

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-36 土地利用変化と地下水涵養量変化（郷土文化館下の湧水）
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大正９年～平成１７年：東京都の統計 第２表 人口
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図 4-37 土地利用変化と地下水涵養量変化（谷保天満宮常磐の清水）
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大正９年～平成１７年：東京都の統計 第２表 人口

（http://www.toukei.metro.tokyo.jp/tjinko/2009/to-data.htm）
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図 4-38 郷土文化館下の湧水の集水域における土地利用変化
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【参考】「森林」と「裸地」の蒸発量（蒸発散量）について 

四手井（1993）35によると、以下のように記されている。 

 

「ひところは森林のない裸地からの蒸発（エバポレーション）と森林からの発

散（トランスピレーション）と林地からの蒸発を加えた蒸発散（エバポトランスピ

レーション）とはほぼ等しいと考えられていたが、測定が進んだ結果、蒸発散量の

方がかなり多量であることがわかってきた。 

裸地と林地を比較すると、その差は地域によって異なるが、年五〇〇ミリから

八〇〇ミリにも達する。裸地、草原、森林の順に水の消費量が多くなるのである。」 

 

上記は、「裸地（本検討では荒地やその他の用地などに当たる）」と比較して「森

林」の方が、水の消費量（蒸発散量）が大きくなることを示している。これを言い

換えると、同量の降水量が「裸地」および「森林」に降った場合、水資源量（表面

流出量＋地下水かん養量＝降水量－蒸発散量）は「裸地」よりも「森林」の方が小

さくなることを示す。 

ここで、水資源量のうち、地下水かん養量は、インプット条件としての水資源

量と地質や傾斜等の条件により定まるが、これらの条件によっては、「裸地」と比較

して「森林」の方が、地下水かん養量が少なくなる可能性がある。 

 

本業務では、森林蒸発散量の推計について「4.3.44.3.4(4) 蒸発散量の算定」

にて示した通り、既往手法（ハーモン法、ソーンスウェイト法など）に比較して、

精度向上を実現している。また、森林地域では、傾斜の条件は含めていないものの、

地質条件により地下水浸透率を定めており、限られたデータ・条件等から、地下水

かん養量の推定を行っている。「荒地」「その他の用地」については、既往手法に基

づいて地下水かん養量を算定している。妥当性については「4.3.2(2) 水収支解析

モデルの推計精度」に示しており、概ね妥当な範囲であると考える。 

以上から、本業務の解析範囲では、「荒地」や「その他の用地」の方が、「森林」

よりも地下水かん養量が大きい結果となっているが、妥当な範囲であると考える。

より精緻な値の算定には現地調査等を踏まえた検討が必要となる。 

 

なお、森林には、水源林としての機能のほか、水質浄化、洪水調節、生物多様

性保全、CO2吸収、レクリエーションなど、様々な機能がある。上記は水量のみに関

しての議論であり、水量確保のために「森林」に代わり「裸地」を推奨するもので

はない。集水域の保全について検討をする際には、森林を含め、様々な機能を適切

に評価した上で、施策へ展開していく必要がある。 

                             
35 四手井綱英（1993）：森に学ぶ―エコロジーから自然保護へ，海鳴社，第一版，p46. 
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(2) 過去と現在の水収支 

 本業務で実施した水収支解析の結果から、国立市および主要湧水地点（ママ下

湧水、郷土文化館下の湧水、谷保天満宮 常盤の清水）の推定集水域において、過

去（大正6-13年）と現在（平成29年）の各地域の水収支を推計した（図 4-39～図 4-42）。

すべての地域において、過去に比べ現在の地下水かん養量は減少しており、その割

合（＝現在/過去）は、約4割から7割にまで及ぶ。 

なお、「4.3.2(2)水収支解析モデルの推計精度」にて先述の通り、本業務では、

各解析結果は月別、メッシュごとに算出しており、物理則に基づくメッシュ間の水

の移動は考慮していない。また、基本的に利水等人為的条件は含めていないが、「田」

の灌漑期に関しては、全体の地下水かん養量へ与える「田」の地下水かん養効果を

無視できないため、これを反映している。このため、土地利用に「田」を含む、国

立市およびママ下湧水推定集水域の水収支は、ゼロとならないことに留意されたい。



4-63 

 

 

 

 

 

降水量

蒸発散量

表面流出量

地下水かん養量

1,525万m3/year

597万m3/year

527万m3/year

616万m3/year

大正6-13年

 

降水量

蒸発散量

表面流出量

地下水かん養量

1,525万m3/year

248万m3/year

177万m3/year

1,118万m3/year

平成29年

 

図 4-39 国立市における水収支の変化イメージ（過去（上段）、現在（下段））
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図 4-40 ママ下湧水推定集水域における水収支の変化イメージ 

（過去（上段）、現在（下段））
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図 4-41 郷土文化館下の湧水 推定集水域における水収支の変化イメージ 

（過去（上段）、現在（下段）） 
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図 4-42 谷保天満宮 常盤の清水推定集水域における水収支の変化イメージ 

（過去（上段）、現在（下段）） 

 

 

 

 

 


